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（OVG Greifswald, Beschluß vom 22. 12. 1999 ⊖ 2 M 99/99）
2 　学説の反応
　 2 ⊖ 1 　制度的保障としてのヴァイマル憲法139条
　 2 ⊖ 2 　主観的権利としてのヴァイマル憲法139条
　 2 ⊖ 3 　ヴァイマル憲法139条の主観的権利性に対する批判



































（ 2 ）　ここではとりわけ、Johannes Dietlein, „ Verkaufsoffene Sonntage“ in der Diskussion, WiVerw 2018/2, 
S.153ff.; Wolfgang Mosbacher, Sonntagsschutz und Ladenschluss, 2007; Katharina Westphal, Die Garantie 
der Sonn und Feiertage als Grundlage subjektiver Rechte, 2003; Peter Häberle, Der Sonntag als 

























（ 3 ）　拙稿「基本権上の保護請求権の一考察」中央学院大学法学論叢21巻 1 号（2007）126頁以下など。
（ 4 ）　拙稿「ドイツ憲法判例研究（173）日曜・祝日の保護：ベルリン・アドヴェント日曜日判決［ド
イツ連邦憲法裁判所第一法廷2009．12．1判決］」自治研究91巻 9 号（2015）151頁以下、同・前掲
注（ 1 ）52頁以下。また Wolfgang Mosbacher, Das neue Sonttagsgrundrecht, NVwZ 2010, S.537ff. も
参照。













4 条 1 項及び 2 項や他の基本権と協働して、ヴァイマル憲法139条が日曜日
及び祝日保護を実現しうるかどうか、またそれはどの程度かについては明ら


































を可能にした点である。このように、「基本法 4 条 1 項及び 2 項は、日曜日
保護を求める主観的権利をそれだけで基礎付けることはないが、ヴァイマル憲
法139条と結びついた基本法140条との結び付きによってようやく基礎付け」、
「反対に、ヴァイマル憲法139条のみに基づくこともできず、基本法 4 条 1
項との協働によってようやく基本権の性質を帯びることになる（ 8 ）」というの
が、本件判決の整理である。
（ 6 ）　Westphal （Fn.2）, S.63ff ; Mosbacher （Fn.2）, S.86ff. また、拙稿・前掲注（ 1 ）。
（ 7 ）　ただし、本判決は、制度的保障（institutionelle Garantie）という語自体は用いていない。
（ 8 ）　Mosbacher （Fn.2）, S.538.
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　第一法廷は最終的に許容性を認めてはいるものの、その判断について意見は
大きく割れ、 5 対 3 というギリギリのラインで許容性が認められた（ 9 ）。少数意
見が公表されているわけではないためその論理は分からないが、多数意見の許
容性を認める論理に対して批判があることが垣間見える。




議申立の内容も手伝って、基本法 4 条 1 項及び 2 項と協働して主観的権利性が
認められているといえるが、他の基本権でもこのような協働関係は認められる
かが問題となり得るからである。





　　基本法 4 条 1 項及び 2 項のみから、宗教的キリスト教的な祝日及び日曜日
を詳細に規定する国家の義務付けは導出されない。基本法 4 条 1 項及び 2 項
の基本権は、ヴァイマル憲法139条と結びついた基本法140条による日曜日及
び祝日保護を通じて、一つの具体化を得られる。日曜日及び祝日の保護は、
その点で、憲法の中にある価値として、基本法 4 条 1 項及び 2 項の保障内容
の解釈と決定に作用し、それゆえ立法者の基本権保護義務の具体化において
尊重されなければならない。ヴァイマル憲法139条は、最小限度の保障の意
味で、基本法 4 条 1 項及び 2 項並びに基本法 2 条の基本権保護に内容を与え

















身体の不可侵（基本法 2 条 2 項）、婚姻と家族の保護（基本法 6 条 1 項）、結
社の自由（基本法 9 条 1 項）が実効的に保障され、さらには人間の尊厳（基
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必要最小限度性を満たしていないために、基本法に違反すると結論付けた。第
一法廷は、基本法 4 条 1 項及び 2 項の基本権保障について、その内容を義務付
けるにあたって、日曜日及び祝日保護の最低限度の基準を維持していなければ
ならないという論理をとっている。基本法 4 条 1 項及び 2 項のみから日曜日及
び祝日保護の保護義務は導かれないが、ヴァイマル憲法139条における日曜日
及び祝日保護を通じて、その点に関して具体化されることになる。たしかに日































































































項）、国家による宗教保護の刻印（基本法 4 条 1 項及び 2 項）、統一的な休みの
日を確定することで得られる社会的シンクロによる家族の保護（基本法 6
条）、家族以外の社会的交流、とりわけ社会的結合の促進（基本法 2 条 1
項、 8 条、 9 条、21条）、自由な時間を自らの目的のために用いることによ
る人間の尊厳の確立（基本法 1 条 1 項）、さらに、文化国家の特別な保護や
日曜日及び祝日保護の「立憲国家の文化的アイデンティティのメルクマー
ル（12）」としての意義などが関係する（13）。この憲法上の利益の広がりを重視する
（10）　Hans-D. Jarass/Bodo Pieroth, Grundgesetz für die Bundesrepublik Deutschland Kommentar, 15.Aufl., 
2018; Stefan Korioth, in: Maunz, Theodor/Dürig, Günter, GG, 83. EL. April 2018.
（11）　ガレリア・カウフホフ事件及びその後の判例の経緯については、拙稿・前掲注（ 1 ） 44頁以下。
（12）　Häberle （Fn.2）.
（13）　Martin Morlok/Hans Michael Heinig, Feiertag! Freier Tag? Die Garantie des Sonn- und Feiertagsschutzes 
als subjektives Recht im Lichte des Art. 139 WRV, NVwZ 2001, S.847.



















































法（基本法14条 1 項）、婚姻と家族（ 6 条 1 項）、宗教授業の保障（ 7 条 3 項）及び私立学校の保
障（ 7 条 4 項）又は国籍（16条）は、各制度それ自体の主観的権利として保護された保障として
理解される」と例示している。
（19）　Morlok/Heinig （Fn.13）, S.849 は、Heinrich de Wall, Die Einrichtungsgarantien des Grundrechts als 


















ていた。Morlok/Heinig もまた、―同判決より以前に―基本法 4 条、 2 条 2 項、







テンポは、私的領域における家族や社会活動を可能にし（基本法 6 条、 8 条、







（23）　Vgl. Mosbacher （Fn.2）, S.339ff. なお、日曜日及び祝日と他の基本権の関連について、Christian 
Hufen, Der Ausgleich verfassungsrechtlich geschützter Interesse bei der Ausgestaltung des Sonn- und 
Feiertagsschutz, 2014, S. 159ff も参照。















































法140条の客観法上の保護が、基本法 4 条 1 項及び 2 項の基本権に対して与え
る作用の問題が当てはまる」として、「基本法140条自体は基本権としての性質




そこでは権利侵害についてはあくまでも基本法 4 条 1 項及び 2 項が主題とされ













2 ― 3 　ヴァイマル憲法139条の主観的権利性に対する批判
















（28）　Johannes Dietlein, Grundrecht auf Sonntagsruhe?, in: Julian Krüper （Hrsg.）, Die Organisation des 
Verfassungsstaats, Festschrift für Martin Morlok zum 70. Geburtstag, 2019, S.126.
（29）　Dietlein （Fn.2）.
（30）　Johannes Dietlein, Die Lehre von den grundrechtlichen Schutzpflichten, 2.Aufl., 2005.
（31）　Dietlein （Fn.28）, S.127.






















































労働法との関係では連邦法の効力はいまなお維持されている（基本法74条 1 項12号）。Dietlein 





（37）　Vgl. Jarass/ Pieroth （Fn.10）, Art.33 Rn.45.

























（41）　例えば、Wolfgang Mosbacher （Fn.2）, S.322f.; Peter Unruh, Die Kirchen und der Sonntagsschutz zur 
































（44）　Mosbacher （Fn.2）, S.312, 322.
（45）　Westphal （Fn.2）, S.153.
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であるが、しかし、あくまでもヴァイマル憲法139条から直接的に主観的権利




















































ム機令については連邦が制定している。Vgl. BVerfG, Beschluss des Ersten Senats vom 07. März 2017 
⊖ 1 BvR 1314/12 ⊖BVerfGE 145, 20.
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